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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第15期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第14期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（千円） 1,645,451 8,520,689

経常損失(△)（千円） △22,175 △226,951

四半期（当期）純損失(△)（千円） △106,658 △270,230

純資産額（千円） 708,835 315,917

総資産額（千円） 3,540,715 3,412,350

１株当たり純資産額（円） 2,848.73 4,387.07

１株当たり四半期（当期）純損失金額

(△)（円）
△3,186.30 △8,072.83

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額（円）
－ －

自己資本比率（％） 2.7 4.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△142,331 540,039

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
313,056 △30,019

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△113,568 △729,027

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高（千円）
216,989 157,171

従業員数（人） 161 164

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税は含まれておりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、1株当たり四半期（当期）純損失で

　　　　　　あり、また潜在株式がないため記載しておりません。　
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。なお、主要な関係会社における異動は、「３　関係会社の状況」に記載のとおりです。

 

　

　

　

３【関係会社の状況】

　当四半期連結会計期間において、以下の会社で出資割合の異動がありました。

名称 住所
資本金
　

主要な事業の内容
議決権の所有割合
又は被所有割合

(％)
関係内容

　

青島冷豊食品有限公
司
　

中華人民共和
国
山東省

　千人民元

53,805
冷凍冷蔵食品製造
販売事業

34.6
 

当社製品の製造を
行っている。
役員の兼任あり。
　

 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

　　 　２．議決権の所有割合は、出資割合を示しております。出資割合は、譲渡により80.8%から34.6%に減少し

           ました。なお、菫事会は４名の菫事によって構成され、当社グループ会社からは２名の菫事を出して

           おります。持分が100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としたものであり

　　　　　 ます。

　

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 161 (383)

 　（注）  従業員数は、就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの　　

　　　　　 出向者を含めております。）を記載しており、臨時雇用者には（　）内に当第１四半期連結会計期間の平均

　　　　　 人員を外書きで記載しております。

　       

(2）提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 37 (12)

　（注）　従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外からの出向者を含めております。）を記載してお

り、臨時雇用者数は（　）内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外書きで記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

冷凍冷蔵食品製造販売事業（千円） 248,225

食品小売業サポート事業（千円） ―

計（千円） 248,225

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

(2）受注状況

　当社グループは、受注生産を行っておりませんので、受注実績の記載はしておりません。

(3）販売実績

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

冷凍冷蔵食品製造販売事業（千円） 1,407,133

食品小売業サポート事業（千円） 238,318

合計（千円） 1,645,451

　（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．セグメント間の取引については、相殺消去しております。
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２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計年度において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断したも

のであります。　

　

（1）業績の状況

　　 当第１四半期の国内経済は、長期化するサブプライムローン問題や原燃料価格、穀物類等の継続的な高騰によ

　 り消費不振の傾向が強まってきました。また米景気の減速を受けての円高・ドル安傾向の影響などにより景気回

   復も足踏み状態となって先行きの不透明感が濃くなってきております。

     このような経済状況のもとで、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）は、前期に掲げた中期　

　 経営計画基本方針のもと、メーカーとしての「モノづくり」による原点回帰、不採算商品のカット及び重点商品　

　 拡販による粗利益の確保、在庫削減による有利子負債の圧縮等を進めております。このため、当第１四半期連結 

   会計期間におきましては営業利益額が8百万円の黒字となりました。

　   事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

　 ①冷凍冷蔵食品製造販売業

　　 中国産食品風評被害の影響で市販用商品の売上は減少しましたが、業務用商品の売上が堅調に伸びたことで一

     部これを補うことが出来ました。利益面では原価上昇分の販売価格への転嫁が浸透してきたため売上総利益率

     が改善されてきております。この結果、売上高は14億07百万円と前年同期比で18.8％減少したものの、売上総

     利益率は2.2ポイント向上（売上総利益額2億49百万円）しました。このため、営業利益は前年同期比で44百万

     円増加し、18百万円と黒字転換することが出来ました。

　 ②食品小売業サポート事業

　　 同事業におきましても中国産食品風評被害の影響で１店舗当たりの売上が減少しております。また、前期に引

　 き続き出店審査を慎重に進めたため新規出店は行わず、当第１四半期連結会計期間に１店舗を閉鎖したため、同　

　 事業は直営店舗１店舗を含め合計11店舗となりました。この結果、売上高は2億38百万円と前年同期比で33.3％減　

　 少しましたが、営業損失は5百万円改善し、9百万円の損失となりました。

 

　 　所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

　 ①日本

　　 日本では、業務用商品の販売が堅調に推移し、売上高が24億94百万円となりました。営業損益は、食品小売業

　　サポート事業の営業損失等の影響で5百万円の損失となりました。

   ②中国

　　 中国では主に業務用商品として日本向けの売上と中国内などアジア近隣諸国への輸出が堅調であり、売上高は2

　 億74百万円、営業利益は11百万円となりました。

　  

（2）キャッシュ・フローの状況

　　 当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比較して59百万円増加し2億16

　   百万円となりました。

　　 当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

 　　営業活動によるキャッシュ・フローは、1億42百万円の支出となりました。これは主に、税金等調整前四半期純

　 損失が1億14百万円、仕入債務の減少額が1億02百万円となったこと等によるものです。

　 （投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　 投資活動によるキャッシュ・フローは、3億13百万円の収入となりました。これは主に、子会社出資金譲渡によ

　　 る収入が3億10百万円あったこと等によるものです。

   （財務活動によるキャッシュ・フロー）

 　　財務活動によるキャッシュ・フローは、1億13百万円の支出となりました。これは主に、短期借入金の減少額が

　　 45百万円、長期借入金の減少額が58百万円、社債の償還による支出が10百万円あったことによるものです。

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　 　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。　　 

　　  

（4）研究開発活動

 　　該当事項はありません。
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（5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　　 当社グループを取り巻く事業環境は、食材価格の高騰に加え、上記のとおり風評被害の影響が未だ強く残って　

　 いることから引き続き厳しい状況が続いております。

　　 当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえて、比較的堅調な業務用商品の拡販に注力するととも

　 に、市場動向を見ながら原価上昇分の販売価格への転嫁をさらに進めて参ります。

　　 また、食品小売業サポート事業におきましては、今期は新規出店による事業拡大よりも、同事業の利益改善を

　 優先させて参ります。

 

（6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　　 当社グループの資金状況は、前連結会計年度末と比較して59百万円増加し2億16百万円となりました。

     営業活動によるキャッシュ・フローは、1億42百万円の支出、投資活動によるキャッシュ・フローは、3億13百

   万円の収入、財務活動によるキャッシュ・フローは、1億13百万円の支出となりました。

　   今後も引き続き、与信管理及び債権管理の徹底により長期滞留債権の発生を防止するとともに有利子負債への

   依存度を引き下げ、効率的な資金運用を図ることで健全な財務体質の確立に努めて参ります。

 

（7）経営者の問題認識と今後の方針について

　　 当社グループの経営陣は、本来の当社の強みである中国を生産拠点とした製造販売事業に経営資源を重点配分

　 することで早期に黒字化し、安定成長を目指します。また、当面は業容拡大から利益重視の方針に舵を切り、財

　 務体質の強化を図って参ります。そのためには、中期経営計画にて掲げました以下の基本方針を今期も継続して

   実施いたします。

　 ①「モノづくり」への原点回帰 … 商品開発強化と品質管理の徹底

   ②高付加価値のシェア拡大

　 ③食品小売業サポート事業戦略の見直し

　 ④在庫削減による有利子負債の圧縮

　 ⑤オペレーションの効率化

　 ⑥人材育成

 

（8）その他

　 ①QINGDAO KING TRADING CO.,LTDへの販売代金回収について

   平成18年９月９日付売買契約に基いて、当社は中国の山東省青島市の貿易会QINGDAO KING TRADING CO.,LTD

に  

 総額181万米ドル（平成19年3月期末レート換算で212,682千円、以下同じ）の鮭の販売を行いましたが、商品の青

 島港到着が遅れ、同社の加工開始等が遅れたこと等を理由として同社の資金繰りに影響が生じ、当社宛の支払が繰

 延べされております。

　 当社とQINGDAO KING TRADING CO.,LTDとの間で取交わした未払金支払計画確認書では、平成19年５月下旬から

７

 月下旬までの間に５回に分割支払される予定でありました。

　 第１回目の支払である平成19年５月20日期日の40万米ドルについて遅延しながらも平成19年６月25日までに入金 

 となりました。残余の141万米ドルについては、同社の加工・販売スケジュールが変更になったため、当社への支

 払スケジュールも変更となり、平成20年6月20日までに31万米ドルが回収となった一方、残り110万米ドルについて

 は鮭の加工及び販売実績に基づいて分割支払されることになりました。残額については、引続き早期に支払うよう

 交渉しておりますが、万が一、支払不能な状態が発生することに備え、保全措置も講じており、十分に債権は回収

 可能であると判断しております。

　 ②監理銘柄指定について

 　当社の株式は、平成20年6月30日に提出した有価証券報告書における純資産の額が2億円未満（少数株主持分を除 

 く）、及び、利益の額が5,000万円未満となり、また平成20年6月30日の29営業日前（5月20日）の日以後、上場時価

 総額が30日間連続して35億円未満となったため、監理銘柄及び整理銘柄に関する規則第７条第１号の２ａ(g)に該当

 し、平成20年7月1日から監理銘柄（確認中）に指定されております。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　

  当第1四半期連結会計期間において、主要な設備の重要な異動はありません。 

　

　

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　

　当第1四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は、

  ありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 130,000

計 130,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年８月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 33,474 33,474
大阪証券取引所

（ヘラクレス）

完全議決権株式

であり、権利内容

に何ら限定のな

い当社における

標準となる株式

計 33,474 33,474 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年４月１日～

平成20年６月30日
－ 33,474 － 250,903 － 164,691

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。　
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（６）【議決権の状況】

　　　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、　

　　記載することができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお　

　　ります。

　

　　　　①【発行済株式】

 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）   － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 33,474 33,474 －

端株  － － －

発行済株式総数 33,474 － －

総株主の議決権 － 33,474 －

　

②【自己株式等】

　該当事項はありません。　

　

　

　

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月

最高

（千円）
12 15 13

最低

（千円）
10 10 11

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。
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３【役員の状況】

　

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

　

(1）退任役員

　

　

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役
開発企画部長兼
社長補佐

稲木　邦夫 平成20年６月30日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、公認会計士　今村博隆及び公認会計士　中村明弘による四

半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成２０年６月３０日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成２０年３月３１日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 321,871 289,387

受取手形及び売掛金 886,293 944,159

商品 898,726 934,246

製品 153,866 88,456

原材料 286,825 299,831

貯蔵品 23,201 19,135

その他 148,130 58,073

貸倒引当金 △2,693 △2,819

流動資産 2,716,222 2,630,470

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 421,701 396,360

その他（純額） 214,183 208,182

有形固定資産合計 ※2
 635,885 604,542

無形固定資産

のれん 19,974 17,046

その他 81,030 76,077

無形固定資産合計 101,005 93,124

投資その他の資産

その他 157,746 154,357

貸倒引当金 △70,145 △70,145

投資その他の資産合計 87,601 84,212

固定資産合計 824,492 781,880

資産合計 3,540,715 3,412,350

負債の部

流動負債

買掛金 523,103 604,649

短期借入金 1,648,027 1,685,761

1年内返済予定の長期借入金 113,645 157,128

未払法人税等 3,768 12,100

賞与引当金 25,423 21,048

その他 238,000 292,896

流動負債合計 2,551,968 2,773,582

固定負債

社債 50,000 60,000

長期借入金 81,642 96,644

退職給付引当金 1,805 1,797

その他 146,464 164,409

固定負債合計 279,911 322,850
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成２０年６月３０日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成２０年３月３１日）

負債合計 2,831,879 3,096,433

純資産の部

株主資本

資本金 250,903 250,903

資本剰余金 164,691 164,691

利益剰余金 △343,763 △237,563

株主資本合計 71,831 178,031

評価・換算差額等

繰延ヘッジ損益 △1,935 △29,820

為替換算調整勘定 25,462 △1,358

評価・換算差額等合計 23,527 △31,178

少数株主持分 613,477 169,064

純資産合計 708,835 315,917

負債純資産合計 3,540,715 3,412,350
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成２０年４月１日
　至　平成２０年６月３０日）

売上高 1,645,451

売上原価 1,377,531

売上総利益 267,920

販売費及び一般管理費 ※1
 259,340

営業利益 8,580

営業外収益

受取利息 946

受取配当金 48

負ののれん償却額 555

雑収入 3,750

営業外収益合計 5,300

営業外費用

支払利息 13,016

為替差損 18,410

持分法による投資損失 2,513

雑損失 2,115

営業外費用合計 36,056

経常損失（△） △22,175

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,124

特別利益合計 1,124

特別損失

関係会社株式売却損 93,907

特別損失合計 93,907

税金等調整前四半期純損失（△） △114,958

法人税、住民税及び事業税 2,032

法人税等合計 2,032

少数株主利益 △10,333

四半期純損失（△） △106,658
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成２０年４月１日
　至　平成２０年６月３０日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △114,958

減価償却費 17,908

のれん償却額 △555

貸倒引当金の増減額（△は減少） △126

受取利息及び受取配当金 △994

支払利息 13,016

関係会社株式売却損益（△は益） 93,907

持分法による投資損益（△は益） 2,513

売上債権の増減額（△は増加） 67,232

たな卸資産の増減額（△は増加） 14,861

前渡金の増減額（△は増加） △77,180

仕入債務の増減額（△は減少） △102,015

その他 △32,904

小計 △119,295

利息及び配当金の受取額 994

利息の支払額 △13,074

法人税等の支払額 △10,955

営業活動によるキャッシュ・フロー △142,331

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,950

関係会社株式の売却による収入 310,400

貸付けによる支出 △21,084

その他 25,690

投資活動によるキャッシュ・フロー 313,056

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △45,083

長期借入金の返済による支出 △58,485

社債の償還による支出 △10,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △113,568

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,661

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 59,817

現金及び現金同等物の期首残高 157,171

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 216,989
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

　当社グループは、前連結会計年度までに継続的に営業損

失を計上しており、当第１四半期連結累計期間において

も142,331千円の営業キャッシュ・フローの支出を計上

し、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しており

ます。

　四半期連結財務諸表提出会社である当社は、当該状況を

解消すべく、下記対応を進めております。骨子は下記のと

おりです。

　

Ⅰ．冷凍冷蔵食品事業の売上総利益の改善

　前期における売上総利益率低下の主因は、利幅のとれる

売値が設定しにくいことや仕入原価が上昇しているこ

と、また原油高により配送費が上昇していることにあり

ます。以上を解消すべく下記の施策を進めております。

（１） 仕入価格上昇に伴う販売価格への転嫁と高付加

価値商品の投入

　仕入価格上昇分の販売価格への転嫁が浸透してきてお

り、売上総利益率は前年同期比で2.2ポイント改善するこ

とが出来ました。今後もこの方針を継続し更なる浸透を

図って参ります。また不採算商品を排除して高付加価値

商品の投入も進めております。前年同期と比べましてお

よそ20％に相当する商品群を入れ替えることが出来まし

た。

（２） 輸出商品の拡大

　現状の円安傾向におきましては、為替のメリットを活か

して中国への輸出を行って参ります。また同時に中国で

生産した商品を、香港を含む同国内のみならず韓国、米国

向けとしても輸出を引き続き促進して参ります。

　

Ⅱ．販売費及び一般管理費の圧縮

　前期に引き続き販売費及び一般管理費の圧縮を図って

参ります。具体的には人件費、事務所費用、通信費などき

め細かく見直しを行っております。

　また、平成20年4月1日付で組織変更を行い、商品管理グ

ループを新設し、仕入・物流・在庫管理を一元的に管理

し効率化を図っております。また有利子負債の圧縮も継

続して進めております。

　当社グループは、上記施策が計画通り進展しない場合に

は、当社グループの経営に重大な影響を与える可能性が

ありますので上記計画を達成するよう役員・社員一丸と

なって努力しております。

　

　なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成

されており、上記のような重要な疑義の影響を四半期連

結財務諸表には反映しておりません。
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

1 ．会計処理基準に関する事

項の変更

　

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、

従来は、主として、総平均法による原価法に

よっておりましたが、当第1四半期連結会計期間より

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計

基準第9号　平成18年７月５日）が適用されたことに

伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表

価額については、収益性の低下に基づく簿価切り下

げの方法）により算定しております。

これにより、売上総利益、営業利益、経常利益

及び税金等調整前四半期純利益は、7,605千円減少

しております。なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。

(2)「連結財務諸表作成における在外子会社の会計

処理に関する当面の取扱い」の適用　

　当第1四半期連結会計期間より、「連結財務諸表

作成における在外子会社の会計処理に関する当面の

取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17

日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っており

ます。

なお、これによる損益に与える影響はありません。

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の

算定方法

　当第1四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変動がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績

率を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。

　

　

2.棚卸資産の評価方法　 　四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連

結会計年度末の実地棚卸高を基礎とし合理的な方法により算定

する方法によっております。

　

　

3.経過勘定項目の算定方法　 　合理的な算定方法による概算額で計上する方法によっております。

　

　

4．固定資産の減価償却費の

算定方法

　定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費

の額を期間按分して算定する方法によっております。

　

　

5．法人税等の算定方法　

　

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除

項目を重要なものに限定する方法によっております。

　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）
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　　　該当事項はありません。

EDINET提出書類

ミホウジャパン株式会社(E00516)

四半期報告書

18/26



【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

  1 受取手形割引高は93,881千円であります。　

　

※2 有形固定資産の減価償却累計額　     550,021千円

    有形固定資産の減損損失累計額　      10,275千円

  1　受取手形割引高は、97,450千円であります。

 

※2　有形固定資産の減価償却累計額 　  496,880千円

     有形固定資産の減損損失累計額　    10,275千円　

　

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

　

※1 販売費及び一般管理費の主なもの

　　給与手当等　　　　　　　　　        36,187千円　

　　賞与引当金繰入額　　　　　　　　　　 9,547千円　

　　販売促進費　　　　　　　　　　　　   1,100千円

　　倉庫費用　                         109,260千円

　

　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※1 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目と金額との関係

　　　　　　　　　　　      （平成20年6月30日現在）

現金及び預金勘定　    321,871千円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △104,882千円

現金及び現金同等物 216,989千円
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　33,474株

　

２．自己株式の種類及び株式数

　該当事項はありません。

　

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。

　

５．株主資本等の著しい変動に関する事項

　　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

 当第１四半期連結累計期間（自  平成20年４月１日  至  平成20年６月30日）

区分
冷凍冷蔵食品
製造販売事業
（千円）

食品小売業
サポート事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

 売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 1,407,133 238,318 1,645,451 － 1,645,451

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
13,595 － 13,595 (13,595) －

計 1,420,728 238,318 1,659,046 (13,595) 1,645,451

 営業利益又は営業損失（△） 18,089 △9,509 8,580 － 8,580

　（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な商品の名称

　　　　　　事業の種類、性質、業務形態等の類似性により下記の事業区分に区分しております。

冷凍冷蔵食品製造販売事業 冷凍食品、冷蔵食品、乾物その他、食品以外その他

食品小売業サポート事業 Ichiba!!フランチャイズ事業

　　　　２．会計処理の方法の変更

　　　　　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　　　　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」1.(1)に記載のとおり、当第1四半期

　　　　　連結会計期間より「棚卸の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日)を適用して

　　　　　おります。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が、冷凍冷蔵食品製造販売事業

　　　　　で、7,605千円減少しております。　　　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

区分
日本
（千円）

中国
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 1,610,503 34,948 1,645,451 － 1,645,451

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
884,406 239,688 1,124,095 (1,124,095) －

計 2,494,909 274,636 2,769,546 (1,124,095) 1,645,451

営業利益又は営業損失（△） △5,211 11,362 6,151 2,429 8,580

　（注）　国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

【海外売上高】

　第1四半期連結累計期間については、海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しており

ます。
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（有価証券関係）

当第1四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）　

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が

　ありません。

　

　

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が

　ありません。

　

　

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 2,848.73円 １株当たり純資産額 4,387.07円

２．１株当たり四半期純損失金額等

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △3,186.30円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半

期利益金額については、1株当たり四

半期純損失であり、潜在株式が存在し

ないため、記載しておりません。

 　

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

四半期純損失(△)（千円） △106,658

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損失(△)（千円） △106,658

期中平均株式数（株） 33,474

（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

　該当事項はありません。
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（リース取引関係）

　当第1四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

所有権移転外ファイナンス・リース取引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っております　

が、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比して著しい変動が認められないため、

記載しておりません。　

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 平成20年８月13日

ミホウジャパン株式会社  

 取締役会　御中    

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今村博隆公認会計士事務所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公認会計士　　　今　村　博　隆　　　㊞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中村明弘公認会計士事務所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公認会計士　　　中　村　明　弘　　　㊞

　私たちは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているミホウジャパン株式会社の

平成20年4月1日から平成21年3月31日までの連結会計年度の第1四半期連結累計期間（平成20年４月1日から平成20年６月

３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結計算書及び四半期連結キャッシュ

・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

私たちが実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めらる四半

期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ミホウジャパン株式会社及び連結子会社の平成20年6月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　　追記情報

　継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社グループは、前連結会計年度までに継続的に営業損失を計上しており、

当第1四半期連結累計期間においても142,331千円の営業キャッシュ・フローの支出を計上し、継続企業の前提に関する重

要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前

提として作成されており、このような重要な疑義の影響を四半期連結財務諸表には反映していない。

　

　会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 以　上

※１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提

出会社）が別途保管しております。

※２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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